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石木ダムは要らない

2019年9月17日

今本博健
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目的

①洪水調節 280m3/s→60m3/s
②流水の正常な機能の維持
③上水道用水 佐世保市40,000m3/日

経緯

1972 予備調査開始
1975 事業着手
1982 機動隊を導入した強制測量
2019 強制収用が焦点となっている

石木ダム
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●佐世保市は、現況の105,500 m3/日の水源のうち28,500 m3/日は不安定
水源であるので、将来の需要予測117,000 m3/日に対応するには石木ダムに
より40,000 m3/日の新規開発が必要であると主張している。
●しかし、不安定水源のほとんどは実際には安定水源と変わらず、今後の水
需要が増えるとは考えられない。
●したがって、佐世保市にとって石木ダムは不要である。

現況 ダム完成後

佐世保市の水需給計画

3

佐世保市の水需給

嶋津暉之氏資料より作成

●これまでの水需要予測はことこどく間違ってきた。
●現在も間違った予測を根拠として、石木ダムを必要と主張している。
●水需要は、一時期10万m3/日程度であったが、現在は8万m3/日程度以下である。
●この事実から、石木ダムの不要なことが確認できる。 41



川棚川水系河川整備計画

●基本方針では川棚川水系の計画規模を1/100に設定しているが、国交省が定めた
「二級河川工事実施基本計画の手引き」によれば1/30から1/50が妥当である。
●整備計画では、川棚川の石木川合流点より下流を1/100、上流を1/30としている。
●ところが、石木川の計画規模を1/100にしている。これは石木ダムをつくる場合の
ものであり、つくらない場合は川棚川本川と同様に1/30が適用されるべきである。
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川棚川の流下能力

●2014年時点の川棚川本川の流下能力は、石木川合流点より上流では整備計画
の1/30をクリアしているが、下流では1/100をクリアしていない。
●したがって、下流については何らかの対策が必要である。

嶋津暉之氏入手資料より作成
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石木川の流下能力

嶋津暉之氏入手資料より作成

●2015年時点における石木川の流下能力（余裕高1mでの評価）は、整備計画に定め
られた1/30規模の240m3/sをクリアしていない。したがって、何らかの対策が必要で
ある。
●ダムがつくられた場合、1/100規模は130m3/sに低下するので、クリアしている。 7

河岸掘削等

石木ダム

河道
掘削

堤防嵩上

引堤

治水対策案の比較（ダム案と複合案）

ダム案 79億円 複合案 203億円

●複合案では石木川の計画規模を1/100としているが、川棚川本川の石木川合
流点より上流を1/30としているのと同様に、1/30とすべきである。
●経費は、ダム案の79億円に対し、複合案は203億円とされ、ダム案が有利と
なっている。 82



いまなら間違った説明をしたことに関して責任
を追及しないが、将来、嘘が明らかになれば責
任を問う。

見直し前

ダム 140億円
河川改修 147億円

見直し後

ダム 230億円
河川改修 78億円

ダムを中止（2000年4月）

鳥取県中部ダムの場合

片山善博鳥取県知事

天神川水系加茂川
当初計画(1992年)

・堤高 50m
・総貯水容量 790万m3

・総事業費 200億円
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概算総費用内訳表（ダム案）

●石木ダム（残事業費）は、利水が撤退すれば、大幅増になる。
●総事業費が膨らめば、それに応じて増える。 10

ダム中止に伴う費用内訳

11

概算総費用内訳表（複合案）

●導流堤は不要である。
●堤防嵩上げ方式を採用すれば、堰改築は不要である。
●ダム中止に伴う費用については、佐世保市へは実質負担分を返却するが、既

買収地を売却するなどにより、軽減を図るべきである。 123



ダム案と複合案の経費比較

●長崎県はダム案を優位としているが、見直せば複合案が優位となる。
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結 論

●佐世保市の水道にとって、石木ダム
は不必要である。

●川棚川の治水にとって、ダムより河道
改修が優位である。

よって、

石木ダムは即刻中止すべきである。

14
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石木ダム受益者と言われる佐世保市民からの訴え

石木ダム建設用地取得のための強制収用が 2 日後に迫っています。このダムは長崎県と佐

世保市が起業者であり、このダムの最大の目的は佐世保市民のための水源確保と言われて

いますが、私たち佐世保市民の多くは石木ダムを望んではいません。

●2018 年 1 月、長崎新聞社によるアンケート調査では、石木ダムが必要と答えたのは、わ

ずか 32.6%でした。（不要 47.4%、わからない 20%）

●2018 年 5 月、佐世保市によるアンケート調査では、水道局に求める施策は「水源確保」

38.3%に対し、水道施設の更新整備 59.0%でした。

ましてや、佐世保市内ではなく、他の自治体である川棚町の住民の財産権を侵害し、力尽

くで土地を奪ってまでダム建設を望む市民はほとんどいません。

県と佐世保市が石木ダム事業認定を申請した 2009 年当時、石木ダムに反対していたのは、

私たち「石木川まもり隊」と「水問題を考える市民の会」だけでしたが、その後「新婦人

の会佐世保」や「Ｉ女性会議」が反対運動に加わり、2 年ほど前には「佐世保の水と石木ダ

ムを考える市民の会」が生まれ、つい最近は「強制収用を許さない市民の会」や「＃ダム

より花を」というグループも発足しました。

そして、9 月 19 日（強制収用の日）が迫る中、 
●9月4日 佐世保市内の4団体（佐世保女性ネットワーク、強制収用を許さない市民の会、

佐世保の未来を考える会、九十九島 9 条&99 条の会等）により、強制収用反

対の申し入れ。

●9 月 8 日 石木川まもり隊が主催した緊急集会には佐世保市民約 130 人が参加。

強制収用の手続きを中止することや、水需要予測の再検証などを求める集会

宣言を採択し、知事と佐世保市長宛てに提出。

また、このような動きは大人だけではありません。佐世保の子どもたちも胸を痛めていま

す。

●8 月 28 日 「石木ダム公開討論会を求める署名」50,947 筆を県に提出した際に、佐世保

の高校生も参加して「仮にダムが建設されたとして、その負担金を払うのは

市民であり、未来の構成員である子どもの私達です。それなのに、石木ダム

について詳しく知る機会もないまま事業は進められています。まずは、石木

ダムが本当に必要かを考える機会の場を作ってほしい」「一度壊れた自然はも

う元に戻すことはできません。未来に残すものの優先度を今一度考えてほし

5



いです」と発言しました。

●9 月 10 日 長崎新聞「声」の欄には 10 歳の少女による投稿記事が掲載されていました。

そこには「私は石木川に飛び交うホタルが大好きです。石木川の水はとうめ

いで魚がたくさん通ります。ダムにしずむ生き物は死んでしまいます。この

死んでしまう生き物全て、一匹も残らず助けたいです。この生き物たちは何

も悪いことなどしていないのです。現地の人も同じです。古里がなくなって

しまう人たちがいるのに、ダムを作るのは良くないと思います。だから私は、

ダム建設に反対です」と書かれていました。

地権者の皆さんにとって川原は歴史と文化と思い出が詰まったかけがえのないただ 1 つの

場所ですが、佐世保の子どもたちにとっても、石木川の自然は本当に貴重な宝物です。ダ

ム建設によって「失われる利益」は計り知れない大きなものがあります。

それに比べて、「得られる利益」の何と小さいことか。確かに水源の量は増えますが、いま

現在私たちは水に不自由していないので、何十年に 1 回の渇水のときに、その恩恵を感じ

る程度でしょう。市長は「佐世保は慢性的な水不足で、2 年に 1 回は渇水の危機に見舞われ

ている」と言いますが、市はダムの貯水率が 80%を切るとすぐに渇水対策本部を設置し、

その年を渇水年と位置付けるのです。しかし、貯水率は高いし、生活に不自由もしないの

で、私たち市民に渇水の意識は全くありません。

もう１つ市民が不信感を抱いているのは、水需要予測です。平成 24 年度の水需要予測が公

表された当時も信用してはいませんでしたが、あれから 6 年以上が経過し、その予測は見

事に外れています。

それによると平成 30 年度は最大で 10 万 4 千トン以上と予測されていましたが、実際は当

時よりも減少して、7 万 8 千トンでした。 
そして、今年は昨年よりもさらに減少しています。例えば、直近（9 月 13 日）の配水量は、

68,840 トンでした。佐世保地区には現在約 10 万トンの水源があるので十分足りています。 

また、ダム建設に要する財政負担は大きく、建設後もその維持管理費を負担し続けねばな

りません。当然水道料金の値上げに繋がります。佐世保市民にとっては「得られる利益」

だけでなく、大きな不利益も背負い込むことになります。

佐世保の水道施設は老朽化が進んでいますので、その対策費もかなり大きく、しかし、そ

れは避けて通ることはできないので、私たちは、この必要な施設更新費の確保のためにも

新たなダム建設は見直すべきだと思っています。
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佐世保市民だけでなく、川棚町民も長崎県民も、議員も抗議の声を上げています。

●7 月 30 日 強制収用に反対する県民約 230 人が県庁に集合し抗議。

●8 月 10 日 「石木ダム・強制収用を許さない県民ネットワーク」設立。

●9 月 7 日 長崎市で反対派約 150 人が集会とデモ行進。 
●9 月 14 日 「石木ダム強制収用を許さない議員連盟」設立。（国会議員も含め 73 名）

●9 月 16 日 川棚町で強制収用反対集会とデモ行進。200 人が参加。

このような民意を無視しないでください。

人口減少社会において、県も市も水道局も収入は減少の一途です。大切な税金や水道料金

を使って自然を破壊し、人々の暮らしまで破壊するなど、とても愚かで時代に逆行してい

ます。SDGs の理念に沿った未来を目指す政策にシフトしてください。 

2019 年 9 月 17 日 
長崎県佐世保市民 松本美智恵
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長崎新聞記事　２つ
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いことも知っ

による治水対

調整委員会が

更には統計

いことなど

て流出モデル

して算出する

してまで、石

としての見解

見解を示され

の裁決が下り

を終えようと

んの一か所を

いるだけで、

ていない」は

申立てをして

りにも不合理

さい」 

の変更はで

たが、デー

いる」という

れることなく

川整備基本方

山道橋下流は

（基本高水流

っていたはず

対策を見直す

がその回答者

計論からは基

、算出方法に

ルを組んだの

という致命的

石木ダム事業

解を示すこと

れたい。 

りていない。

としている。

を除いて、審

、事実を直視

はそれだけで

ている。少な

理である。こ

できない“の

タは確認して

うことなのか

く流れること

方針策定、河

は対応できる

流量 1,400ｍ

ずである。治

すよう指導し

者で指摘して

基本高水流量

に基本的間違

のに、実際に

的間違いを犯

業は必要とし

とを求める。

 

あまりにも

審査請求人か

視していない

で治水面での

なくとも、こ

これらの裁決

の一点張り 

ていない。 

か？ 

との確認。 

河川整備計画

る」ことを知

ｍ³/秒対応）」

治水課も把握

しなかったの

ている「算出

量 1,400ｍ³/

違いがある。

には洪水到達

犯している。

している」と

 

か

い。

の

決

画

知

握

の

出

/

 

達
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5. 厚生労

石木ダム事

は取消しが

① 石

優

② 幻

③ H2

開

④ 20

⑤ 国

と

⑥ 補

の

⑦ 13

よって、以

⑧ 実

労働省 水

事業の必要性

が相当である

石木ダムには

優先せよ、を

 厚労省○

 水道

幻の水需要予

 厚労省○

 手法

 実績

 結果

26 年 1 月 2

開発よりも漏

 厚労省○

 国が

 優先

 著し

いる

012 年度以降

国が着工前の

と）。実際は、

 厚労省○

 201

にな

い。

補助金適正化

のか。 

3 世帯皆さん

 厚労省○

 この

いる

 長崎

 水源

 佐世

 佐世

以下のことを

実績と予測が

水道課 

性は全く実態

ことを説明

は反対があっ

水道課が（佐

省 

道事業者の考

予測と水源評

省 

法については

績が予測値を

果を見ても見

24 日、25 日

漏水対策を市

省 

が確認して再

先順位は一義

しくおかしい

る。石木ダム

降、再評価を

の再評価とし

、実績と大幅

省 

2 年度再評価

なる。重大な

 

化法との関係

んが絶対どか

省 

のタイミング

る。 

崎県・佐世保

源開発、施設

世保市とよく

世保市がきち

質す。 

が大きく乖離

がないもので

しました。 

てできない

佐世保市に）

考え方による

評価の下方修

は見ている。

を上回るのは

見直しの必要

日は寒波によ

市民は求めて

再評価を求め

義的には佐世

いことがあれ

ムについても

を実施してい

たのはその

幅な乖離があ

価は「本体工

な社会状況の

。施行令 5

かないと言っ

グをして、佐

保市ができな

設更新、共に

く話をしてい

ちんとやって

離しているが

3 

で、精査すれ

こと、優先度

）言うべき。

る。 

正は、石木ダ

妥当である

は当然のこと

要はない。H2

よる水道管破

いる。 

めるときは求

世保市が決め

れば、指摘す

も佐世保市の

いない。2017

あとのことで

あるので、5 

工事等の着工

の変化があれ

条にいう、

っている。土

佐世保市は土

ないと判断し

に大切 

いきたい。 

ていかなけれ

、これから予

れば、利水上

度も低いこと

。 

ダム開発の理

。 

である。 

27 年に一日

破裂による 4 

求める。 

めること。 

するが、佐世

の取組の一つ

7年度再評価

である。（H2

年ごとの再

工前評価であ

れば、再評価

「土地使用が

土地の使用は

土地が取得で

していない。

ればならない

予測値までに

上全く必要性

とから、でき

理由捏造では

最大給水量が

万ｍ³/日の

世保市は漏水

として認識

価を行わない

5 年 9 月 6 

再評価を佐世

ある。よって、

価が必要だが

が出来ないこ

はできないの

できない状況

 

、という考

に急上昇する

性がなく、補

きること＝老

はないか。 

が大きくなっ

の漏水による

水対策等にも

している。 

いのは何故か

日の事業認

世保市に求め

、次の評価は

が、現在は必

こと」に当て

のではないか

況ではない、

えは皆さん

る見込みはあ

補助事業採択

老朽化対策を

っている。 

るもの。水源

も取り組んで

？ 

認定告示のあ

て欲しい。 

は 2022 年度

必要と認めな

てはまらない

。 

と判断して

と同じ。 

あるのか。具

択

を

源

で

あ

度

な

い

て

具
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4 

体的に示されたい。 後掲図 

⑨ これまでの再評価はことごとく、過大評価である。開発水量が必要であることを裏付けること

が目的となっているからなのか？ 後掲図

⑩ 需要予測で、開発水量迄の水需要が伸びない結果となった場合は、どうなるのか？

補助事業としての採択が取り消されると考えてよいのか？

⑪ 多くの水道事業で反対の声を押し切ってダム開発をしたところはことごとく、水需要の低下継

続で負担金返済に困っている。

⑫ 人口減少と節水システムの普及で、石木ダムに水源開発はしたものの水需要は伸びない、は確

実視される。

⑬ 石木ダムへの水源開発は上記の条件下での事業であり、完成しても水需要の低下継続で負担金

返済に困窮することが確実視される。

⑭ そうなる事態が避けられる見通しは立っているのか？

⑮ そういう事態に陥ったならば、責任をとる覚悟はできているのか。

⑯ 慣行水利権を充分に活用できているにもかかわらず、ゼロ評価する理由を示せ。後掲図参照

⑰ 慣行水利権ゼロ視は、実質的に保有水源に余裕がなくなることであるから、佐世保市水道局と

しては本来は避けたいことではないのか？

⑱ 石木ダムができたら、本当に慣行水利権を使わなくなる＝水利権返上手続きをとるのか？ 慣

行水利権取水所からの取水・導水と比較して、山道橋地点取水場からの取水・導水費用は相当

上回ると思われるが具体的に示されたい。

⑲ 以上、もろもろの問題を考慮すると、13 世帯の生活を破壊してまで石木ダムへの水源開発へ

のこだわりは再考を要すると思うが、いかがか。

水源連 遠藤保男 
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• 石木川

1,130ｍ
ずか（

の治水

合流点を流

ｍ³/秒まで低

1320-1130
容量は 17

流量が 1,13
低下する間

0）×60×2
倍もの 1,9

7 

30ｍ³/秒を

間（＝40分
20÷2＝11
950,000ｍ³

を超えて 1,3
分間）に流れ

14,000ｍ³に

³ 

320ｍ³/秒に

れるすべて

にすぎない

に至り、

ての水量はわ

い。石木ダム

わ

ム
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